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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

『「関係人口」創出で地域経済をうるおすシティプロモーション2.0―まちづくり参画への「意欲」を高めるためには―』（単著・
第一法規）2020
『「地域の人」になるための8つのゆるい方法』（編著・彩流社）2019
『炎上に負けないクチコミ活用マーケティング』（編著・彩流社）2017
『「失敗」からひも解くシティプロモーション』（単著・第一法規）2017
『ソーシャル・ネットワーク時代の自治体広報』（編著・ぎょうせい）2016
『シティプロモーションでまちを変える』（単著・彩流社）2016
『シティプロモーション　地域の魅力を創るしごと』（単著・東京法令出版）2009
『地域を変える情報交流　創発型地域経営の可能性』（単著・東海大学出版会）2009
『地域メディアが地域を変える』（編著・日本経済評論社）2009

シティプロモーション・地域マーケティング・
メディア活用・行政広報

シティプロモーションの主導的な専門家として、全国数多くの地方自治体に対し、事業運営アドバイザー、戦略構築アドバ
イザー、研修講演等による支援を行うとともに、地域ブランド化に係る住民ワークショップなどのコーディネーター等も積極的
に行っている。
2021年に立ち上げた、優れた取り組みを行う地方自治体を顕彰するシティプロモーションアワードにおいては実行委員長
及び審査委員長を務める。
地方自治体及び地方議員における情報発信についての戦略形成のアドバイスとともに、個別事業の情報発信、広報に
ついても対面及びオンラインでの支援を行っている。あわせて、首相官邸、総務省、厚生労働省等の中央官庁における情
報発信、地域人材育成、関係人口形成等に係る委員会、研究会委員を多数務める。
行政広報やまちづくり等に関わる分野の研究及び事例共有を行う公共コミュニケーション学会において会長理事として多く
の地域支援を行っている。

【学歴等】
1981年：名古屋大学法学部卒業
2001年：静岡大学人文社会科学研究科修士課程修了
2007年：名古屋大学大学院情報科学研究科博士後期課程満期退学
2007年：博士（情報科学）
【職歴等】
1982年：静岡県庁入庁
2004年：（財)静岡総合研究機構派遣
2005年：東海大学文学部広報メディア学科助教授採用・2010年：同学科教授承認・2018年：学部名変更に伴い、同
大文化社会学部広報メディア学科教授（現在に至る）
【公職及びアドバイザー等】
公共コミュニケーション学会会長理事、日本広報学会常任理事、総務省地域情報化アドバイザー、(社)日本広報協会
広報アドバイザー（いずれも現在に至る）など

ワークショップの様子 シティプロモーションアワード表彰式



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

地方自治体支援についての豊富な現場経験に加え、納税者や議員の方々の納得を得るための事業評価指
標の提起を含め、常にアップデートしている戦略論の構築、さらに、ソーシャルメディアや企業マーケティングなど
の関連分野に係る豊富な人脈は意義を持つと考える

2021年度：広島県三次市シティプロモーションアドバイザー／埼玉県効果的な広報に係る調査研究事業有
識者会議委員長／東京都立川市シティプロモーション支援業務／長崎県平戸市シティプロモーション推進ア
ドバイザー／埼玉県北本市シティプロモーションアドバイザー／島根県飯南町ブランドメッセージ構築アドバイ
ザーほか多数
2020年度以前を含めると、延べ100以上の自治体においてアドバイザー等を務める

私が提起し、多くの自治体で活用されている「地域魅力創造サイクル」や「メディア活用戦略モデル」などの考え
方を用い、単発にとどまらない、目的と手段を明確にした戦略的な取り組みへの支援を行っている。また、行政
と専門家にとどまらない、地域に関わる多様な人々の参加に心がけている。アドバイスにあたっては「専門家が
教える」という姿勢ではなく「専門家を利用した、行政職員や地域に関わる人々の気づき」を大事にする。



○参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

メールアドレス tk.kawai〔アットマーク〕nifty.com

河井孝仁 https://takayoshikawai.jimdofree.com/

○ 住民参加 その他

その他

官民連携（PPP・PFI） ○ メディア活用策

自治体間連携 ○ 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR

財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

その他 その他

働き方改革 ○ ふるさと教育

子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

○ 滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

○ 地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

避難所運営 ○ 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 ○ その他 マイクロツーリズム

地区防災計画 ○ インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 ○ DMOとの連携

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

その他

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化


